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大都市圏の鉄道の特徴
Characteristic of metropolitan railway

◆ネットワークの拡充・高密化

◆輸送人員の逓減

1990年 2002年

東
京
都
心
部
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大都市圏の鉄道の特徴
Characteristic of metropolitan railway

外
的
要
因

◆ネットワークの拡充・高密化

◆輸送人員の逓減

◆技術革新（ＩＴ）

◆地球温暖化
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主体別にみた運賃制度の課題 Issues of fare system

◆ネットワークの
拡充・高密化

・乗継ぎの割高感の是正

・利用可能経路の拡大

・運賃格差の是正

・分かり易さの向上

・資源の有効活用

◆輸送人員の
逓減

・安定した収入の確保

・多様かつ弾力的な運賃
の設定

・運賃精算業務の簡便化

事業者

社 会

事業者

利用者



7Copyright(c) 2002 Yuichiro KANEKO / ITPS

池袋

新宿

渋谷

上野

①

②

③

④

⑤

⑥

◆複数経路のある区間
経路１：相直線経由

経路２：ﾀー ﾐﾅﾙ経由

利用可能経路の拡大
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運賃に関するこれまでの主な取組み（１）

1983年 乗継運賃（割引）を実施（運政審答申）

1997年 新しい旅客鉄道運賃制度

2000年 鉄道事業法一部改正

・総括原価方式の下での上限価格制

・営業割引に関する制限の撤廃

・不当な運賃に対する変更命令制度

Implemented measures for railway fare

弾力的な

運賃設定

のための

環境整備
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運賃に関するこれまでの主な取組み（２）

2000年 運政審19号答申

・利用しやすく多様な運賃設定

・乗継ぎの割高感の是正

・各種サービス面での相互連携性の確保

◆利用者ニーズへの対応の促進

◆事業者の自主性確保

Implemented measures for railway fare

ソフト面

の強化
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残された課題 Issues of present system

利用者の視点での運賃制度が十分実施されていない

◆乗継ぎの割高感の是正

◆利用可能経路の拡大

◆運賃格差の是正

◆多様な運賃の設定

複数の事業者が併存し，

かつ独立採算制である

ことに起因する課題

改善策の検討
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大都市圏における運賃制度の考え方

競争

異事業者の協力によりｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ問題を解決し，
利用者便益の向上を図る

独占

協調

利用者便益を向上させ，

事業者の経営効率を高める

市
場
特
性

協調

Basic concept of metropolitan railway fare system

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ欠如
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改善策のメニュー～「協調」的な運賃制度～

課題 改善策

・乗継運賃制度（拡充）

・選択乗車制度（定期券）

・共通運賃制度

・共通運賃制度

・共通運賃制度（ゾーン制）

◆乗継ぎの割高感の是正

◆利用可能経路の拡大

◆運賃格差の是正

Proposal for improvement  ~Cooperation fare system~
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共通運賃制度 Integrated fare system

・異事業者間：ドイツ各都市

（ハンブルグ，フランクフルト等）

パリ，ソウル

・自動車との競争による利用者の減少対策

・運賃収入は一定のルールに基づき配分

ネットワークを構成する複数の事業者の
運賃体系・水準を共通化する制度

概要

事例
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選択乗車制度（定期券）Free route choice pass

・異事業者間：阪急電鉄と阪神電鉄（1996年～）

・同一事業者：近畿日本鉄道（2000年～）

ＪＲ東日本

・事業者間及びモード間の競争による利用者の減少対策

・減収とならない範囲での利用者サービスの向上

複数の経路を持つ区間を対象に，

いずれの経路も利用可能とする制度

事例

概要
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梅田三宮
阪急

阪神

◆効果

利用者約１０％増加（ＪＲからの転換）

◆利用実態
定期券所有者の２割が利用

どちらも
乗車可 阪神

梅田駅

ＪＲ大阪駅

阪急
梅田駅
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運賃制度のメリット・デメリット（１）Merit&Demerit

乗継
選択
経路
運賃
格差
分かり
易さ

所要
時間の
短縮

頻度の
実質
増加

△ ×
（定期）

△ × △ ×

○ ○
(ｿﾞｰﾝ制)

○ △ ○ ○

× ○ ○ △ △ ○

利用者の視点

選択乗車制
（定期券）

共通運賃

乗継運賃
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収入の
確保
自主性
の拡大

効率化
インセン
ティブ

資源の
有効
活用

自動車
からの
転換

(△) △ ○ △ △

○

○ × (△) △ △
選択乗車制
（定期券）

×

乗継運賃

(△)共通運賃

社会の視点

○(△)

事業者の視点

運賃制度のメリット・デメリット（２）Merit&Demerit
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東京圏を対象としたケーススタディCase study 

◆広域なネットワーク

◆多数の事業者

◆相互直通運転

都心部都心～郊外部

地域毎の特性に応じた

運賃制度

現行運賃
＋
乗継運賃
（相直路線）
＋

選択乗車制

乗継運賃
↓
共通運賃
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本研究での検討内容 Contents of case study

◆選択乗車制度（定期券）

◆乗継運賃制度

◆乗継運賃制度（相直路線）

都心部

都心部～郊外部

◆共通運賃制度
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共通運賃制度の検討 Integrated fare system

対象エリア

路線密度の高い都心部

対象事業者

・帝都高速度交通営団

・東京都交通局

・ＪＲ東日本の一部路線

都心部
Central
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検討フロー Simulation flow

⑤運賃制度の評価

① 運賃の設定

交通需要予測システム

② 路線別輸送人員の推計 ③事業者の総収入

④各事業者の収入

収入配分ルール

◆利用者便益 ◆社会的便益

◆事業者収入
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運賃の設定 Fare system

200

300

100

5 10 15 20 25 30

都営

km

運賃

距離

運賃水準

Case１：営団に統一

営団
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輸送人員の推計

Ｃａｓｅ１
運賃水準を営団に統一

営団（560万人/日）

全 線 +0.6 %

路線別 -0.4～+2.3 %

都営（170万人/日）

全 線 +6.9 %
路線別 +6.1～8.5 %

ＪＲ線（東海道,山手,中央等）

民鉄線（西武等）

営団線

転
換

Estimated passenger flow
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共通運賃

営団に統一
Case１

割引額
100円

割引額
130円

利用者便益 765 93 207

時間短縮 37 12 29

費用減少 744 84 179

混雑緩和 18 2 5

乗換減少 -33 -5 -6

乗継運賃

利用者便益（試算）User benefit 
単位：億円／年
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共通運賃

営団に統一
Case１

割引額
100円

割引額
130円

利用者便益 765 110 207

時間短縮 37 19 29

費用減少 744 89 179

混雑緩和 18 3 5

乗換減少 -33 0 -6

乗継運賃

利用者便益（試算）User benefit 

・運賃水準の低下

・乗継の初乗り不要
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共通運賃

営団に統一
Case１

割引額
100円

割引額
130円

利用者便益 765 110 207

時間短縮 37 19 29

費用減少 744 89 179

混雑緩和 18 3 5

乗換減少 -33 0 -6

乗継運賃

利用者便益（試算）User benefit 

・社会的便益
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営団に統一
Case１

割引額
100円

割引額
130円

営団 -4.0% -0.5% -1.0%

都営 -20% -0.7% -1.4%

２社計 -9.4% -0.6% -1.1%

競
合
JR東日本 -0.6% -0.1% -0.2%

当
該

乗継運賃共通運賃

事業者別収入（試算）Company income

◆参考 平成12年度収入 営団：2,610億円 都営：880億円
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営団に統一
Case１

割引額
100円

割引額
130円

営団 -4.0% -0.4% -1.0%

都営 -20% -0.6% -1.4%

２社計 -9.4% -0.5% -1.1%

競
合
JR東日本 -0.6%

当
該

乗継運賃共通運賃

◆参考 平成12年度収入 営団：2,610億円 都営：880億円

事業者別収入（試算）Company income

◆増収要因

・利用者の増加

◆減収要因

・運賃水準の低下

・乗継の初乗り分



31Copyright(c) 2002 Yuichiro KANEKO / ITPS

運賃の設定 Fare system

200

300

100

5 10 15 20 25 30

営団

都営

km

運賃

距離

運賃水準

営団と都営の中間

Case２：営団と都営の中間 （10～30円上昇）

Case３：都営に統一 （10～110円上昇）
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営団に統一
Case１

両者の中間
Case２

都営に統一
Case３

利用者便益 765 481 293

時間短縮 37 35 36

費用減少 745 459 263

混雑緩和 18 12 8

乗換減少 -33 -25 -14

共通運賃

利用者便益（試算）User benefit 
単位：億円／年

・運賃水準の

上昇による

利用者便益

の減少
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営団に統一
Case１

両者の中間
Case２

都営に統一
Case３

営団 -4.0% 4.0% 11.7%

都営 -20% -13% -7%

２社計 -9.4% -1.1% 5.8%

当
該

共通運賃

事業者別収入（試算）Company income

・運賃収入

の増加
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計算結果のまとめ Conclusions

◆利用者便益

◆事業者収入

・便益の大部分は費用減少

・一定の時間短縮，混雑緩和便益の発生

→社会的な導入の意義

・運賃設定を変更することで収入の維持は可能

→営団と都営の中間の水準

・事業者毎で異なる収益の発生
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乗継運賃制度の検討 Reduced transit charge

新宿

大崎

新木場

りんかい線

相互直通運転の予定あり

ＪＲ埼京線

ＪＲ京葉線

対象路線

・りんかい線

・ＪＲ埼京線

・ＪＲ京葉線 東京
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対象路線における２つの問題点 Issue

新宿

大崎

新木場

りんかい線

相互直通運転の予定あり

ＪＲ京葉線

渋谷

相互直通運転の予定なし

①相互直通運転が

実施できない

ＪＲ埼京線
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りんかい線

ＪＲ埼京線
JR Saikyo line

対象路線における２つの問題点 Issue

経路１（ＪＲ乗換）

経路２（相直）

東京

ＪＲ中央線

ＪＲ京葉線

①相互直通運転が

実施できない

◆経路が特定できない
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新宿

６５０円（仮）

４５０円

約50分（乗換え等含）

約40分

新浦安
①相互直通運転が

実施できない

◆経路が特定できない

◆運賃格差が大きい

対象路線における２つの問題点 Issue
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新宿

３３０円（仮）

４５０円

約50分（乗換え等含）

約40分

新浦安
①相互直通運転が

実施できない

◆経路が特定できない

◆運賃格差が大きい

②運賃水準が高い

対象路線における２つの問題点 Issue

１６０円１６０円
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りんかい線

ＪＲ京葉線

ＪＲ中央線

大崎

新木場

通過時にＩＣカードに

利用を記録

①相互直通運転が

実施できない

◆経路が特定できない

◆運賃格差が大きい

②運賃水準が高い

解決策（１）～技術的な方法～ Realistic solution
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大崎

新木場

６５０円（仮）→４５０円

４５０円

各１００円
乗継割引

解決策（２）～運賃設定の変更～ Realistic solution

①相互直通運転が

実施できない

◆経路が特定できない

◆運賃格差が大きい

②運賃水準が高い
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輸送人員の推計 Estimated passenger flow

ＪＲ京葉線
ＪＲ埼京線

ＪＲ総武線

営団東西線

営団・都営
各線

ＪＲ東海道・京浜東北線

りんかい線

+7,000人
+10,000人

+27,000人

-7,000人

-4,000人

-10,000人
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利用者便益 64

時間短縮 17

費用減少 30

混雑緩和 7

乗換減少 11

利用者便益（試算）User benefit

単位：億円／年

相直の効果
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事業者収入（試算）Company income

臨海高速 3.5%

JR東日本 0%

競
合
営団・都営 -0.1%

-0.1%

当
該

全事業者

増加および

変化なし
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計算結果のまとめ Conclusions

◆利用者便益

◆事業者収入

・便益の約半分は費用減少

・一定の時間短縮，混雑緩和，乗換減少便益の発生

→社会的な導入の意義

・当該事業者の収入は増加および変化なし

・競合事業者の収入は減少
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今後の課題 Future subject

◆事業者の導入
インセンティブ

の確保

課題

・運賃体系の見直し
cf. ドイツの運輸連合の例

・公平性の確保

乗継・非乗継の利用者間

・インセンティブ手法の導入

対策

利用者間での負担の調整

公的な支援制度の確立

◆事業者毎で
異なる収益

合理的かつ効率的な

配分ルールの確立
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ご清聴ありがとうございました．


